
BCP（事業継続計画）とは

Business Continuity Plan=事業継続計画
企業が自然災害や新型感染症の拡大、サイバー攻撃などの緊急事態に備え、事業資産の損害を最小限に
とどめつつ、中核となる事業の継続又は早期復旧を可能とするために、事前に策定する計画のことです。

講師 かめやま中小企業診断士事務所

岡山県版かんたんＢＣＰシート

参加無料

岡山県委託事業

実践！ワークショップ

自然災害や新型感染症の拡大など、有事の際に事業を早期に復旧するためのBCP策定の重要性が高まる
中、近年ではサイバー攻撃も含めたリスクの備えも求められています。このたび、岡山県版かんたん
BCPシート策定のワークショップを開催しますので、ぜひ、ご参加ください。

自然災害・新型感染症コース
令和7年6月24日(火)13:30～16:30

中小企業診断士／防災士

サイバーリスクコース
令和7年7月15日(火)13:30～16:30

講師 プラスエス 代表

大久保 茂人 氏

かめやま ともいちろう

おおくぼ しげと

〈講師経歴〉
セキュリティ関連唯一の国家資格「情報処理安全確保支援士(RISS)」保有。JAPHIC(経済産業大臣認定個人情報保護
団体)認定 個人情報保護審査員。様々なIT資産を守るためのセキュリティ対策や仕組みづくり、事故発生時の対処法、
更にIT活用による業務改善のプロとして、様々な企業及び個人への情報提供を行っている。

対象者 「岡山県版かんたんＢＣＰシート」の策定に取り組みたい県内事業者の経営者・担当者、
支援機関職員等

定 員 各コース20名（先着順）

場 所 テクノサポート岡山 研修棟 研修室1（岡山市北区芳賀5301）
※オンライン開催はありません。

※本コースでは、岡山県版かんたんBCPシートのうち「サイバーリスク」を当日策定します。

※本コースでは、岡山県版かんたんBCPシートのうち「地震・風水害・新型感染症」を当日策定

します。

主催：岡山県、公益財団法人岡山県産業振興財団

亀山 友一郎 氏

〈講師経歴〉
自動車メーカーのエンジニアとして27年間の実務経験を生かし、実態に即した現場改善・生産管理システムの構築を
実践。また、西日本豪雨災害で被災した工場の復旧体験や防災士としての視点からＢＣＰ策定の支援を行っている。

一般社団法人情報処理安全確保支援士会 会長



岡山県版かんたんBCPシート 実践！ワークショップ

岡山県版かんたんＢＣＰシート 実践！ワークショップ 参加申込書

参加申込書

フリガナ

会社名
フリガナ

氏 名

所 属 役 職

E-mail TEL

所在地
〒 －

参加コース

(希望日程に〇)

業 種

(該当箇所に〇)

①卸･小売業 ②宿泊業 ③飲食業 ④建設業 ⑤製造業 ⑥運輸業

⑦その他( )業 ⑧支援機関

従業員数

(該当箇所に〇)

①1～5名 ②6～10名 ③11～50名 ④51～100名 ⑤101～500名

⑥501～1,000名 ⑦1,001名以上

BCP策定状況

(該当箇所に〇)

①ＢＣＰ策定済 ②岡山県版かんたんＢＣＰシート策定済 ③事業継続力強化計画認定済

④策定中 ⑤未策定

問合先 経営支援部 中小企業支援課 瀬尾・入江

TEL:086-286-9626 FAX:086-286-9627

@

※取得した個人情報は、当セミナー運営のほか、岡山県や(公財)岡山県産業振興財団が行うアンケート調査の目的で使用する場合があります。
なお、本人の許可なく、第三者に開示・提供することはありません。

シートの入手方法

ＰＣ・スマートフォン・タブレットでのお申し込みとなります。

右下の二次元コード、または下記URL岡山県電子申請サービスから

お申し込みください。

https://www.pref.okayama.jp/page/940355.html

①自然災害・新型感染症コース
令和7年6月24日

      ※申込締切6/17

②サイバーリスクコース
令和7年7月15日

         ※申込締切7/8

岡山県版かんたんBCPシートとは
自然災害や新型感染症の拡大、サイバー攻撃などの緊急事態においても、中核となる事業の継続あるいは早期

復旧を可能とするために、県では、ＢＣＰ策定に必須となる項目を簡易にまとめた『岡山県版かんたんＢＣＰ

シート』を作成しています。

【特徴】

Ａ３用紙一枚に記入するだけで、簡易に作成可能。地震、風水害、新型感染症、サイバーリスクに対応。

【利用要件】

      岡山県内に主な事業所があること。自社のＢＣＰ策定のためにのみ利用すること。

地震

風水害

新型感染症

岡山県版かんたんBCPシート作成で考えられるメリット

突発的なリスク事象への対応が可能になり変化に強い企業体質になる

取引先への信用力が高まる 社会的責任の遂行につながる

(小規模事業者のみ)小規模事業者事業継続力強化補助金の申請に役立つ

e-mail:sinfo@optic.or.jp
公益財団法人岡山県産業振興財団

サイバーリスク

二次元コード、もしくは参加申込書へご記入の上、FAXまたはe-mailでお申し込みください。

【自然災害・新型感染症コース】
【サイバーリスクコース】

申込期限 令和7年6月17日（火）17：00
令和7年7月 8日（火）17：00

URL https://www.optic.or.jp/okayama-ssn/event_detail/index/3626.html
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